第３回情報発信検討部会　議事録（概要版）
日　時：平成２２年１月２６日（火）午前１０時～午前１２時
場　所：プリムローズ大阪　２階　羽衣の間
１　開会

○配布資料の確認
○副理事挨拶

○音田部会長挨拶

２　議事

（1） 大阪府の情報発信について
「資料１　大阪府の情報発信について」に基づき説明

・情報の収集について
・情報の提供について

（委員からの質問・意見等）

音田部会長
　大阪府の食に関する情報の収集と提供について説明があった。まず、情報の収集について、情報の収集方法や件数などを含め、意見をお願いする。メールフォームによる「食の安全安心に関する問い合わせ」の報告件数１８件のうち、食の安全安心に関する内容について、１３件となっている。それ以外の５件については、どのような内容か。
事務局

　「食に関する講演を開催するので、参加しませんか。」といった情報提供の内容や「ペットフード安全法はどこの所管か。」のような食と直接関係のない内容である。食に関係のない問い合わせについては、関係部局に転送して、回答済であることを確認している。
菊井委員
　「保健所等に寄せられた情報」について、「食中毒及び健康被害につながるおそれのある食品の苦情・相談件数」の平成１９年度実績が１５００件、食の安全安心推進計画の平成２４年度目標が１３００件となっている。事業者への適切な指導や消費者にメルマガ等で正しい情報が伝わると、苦情・相談件数が減り、良い評価になるという考え方で目標値として設定している。しかし、見方を変えると、消費者へ情報が広まり、食に対する知識と関心が高まると相談件数が増える。また、食に関する不安や不信感を抱くような事件が起きると件数が増える。このように、件数の増減に関する評価については、いろんな見方があり、すっきりしない思いがある。
音田部会長
　食の安全安心推進計画の事業目標に関する内容であるが、保健所への苦情・相談の件数なので、食中毒や健康被害の内容が多く、件数が増えると悪くなるという考え方だと思う。しかし、一般的な相談で考えると、問い合わせ件数が減ることが良いことにならない。それについての意見をお願いする。
事務局

　食の安全安心推進計画の事業目標「食中毒及び健康被害につながるおそれのある食品の苦情・相談件数」については、例えば、食品の腐敗・変敗に関する相談、カビの発生、異味・異臭など食品のマイナス面の相談や腹痛などの症状を伴った事例や表示についての疑義など健康被害につながるおそれがある件数としている。健康被害を伴わない相談については、件数に含まれていないため、推進計画の事業目標の件数には反映しない。
飯田委員
　以前、食に関する事件があり、問い合わせが増えた場合には、消費者に対し広報と啓発をおこない、正しい知識を身につけてもらうことが重要なことであると議論した。大阪府の考え方として、件数が減っていく傾向で推移すれば、広報や啓発の効果があるという想定である。事業目標として設定しているが、そのとおりになるかは分からない。この件については、厳格に考えずに事件が起きたときに対応するという考え方で良いと思う。
音田部会長

　情報の収集について、他に意見はあるか。
飯田委員
　消費者庁は消費者安全法に基づき、消費者被害全般にわたり重大事故情報や消費者事故情報の報告を求めており、食の情報も報告対象として入っている。消費者庁の説明では、保健所、警察、消防署などの情報が、消費者庁で一元的に管理されるようになっている。しかし、消費者から見ると、実際にどのようなルートを通じて、消費者庁に情報が集まるのか分からない。大阪府の場合、例えば、保健所に情報が入り、消費生活センターを経由して消費者庁に報告するのか、あるいは、食の安全推進課を通じて消費者庁に報告するのかを教えていただきたい。あと、情報の収集についての評価をおこなう際に、「食の安全安心に関する問い合わせ」の報告件数１８件のうち、消費者庁に重大事故情報や消費者事故情報として報告した件数を示していただければ、違う側面で評価できると思う。
事務局
　消費者庁の発足後、逐一、通知が来ており、それに伴い対応している。例えば、食の安全推進課に関する部分については、食品衛生法に基づく部分が厚生労働省から内閣総理大臣に変更や協働することになった。食中毒の場合は消費者安全に関わる部分になり、厚生労働省に報告すれば、消費者庁に報告される流れとなっている。それ以外の重大事故については、直接消費者庁に報告する流れとなっている。今のところ消費者庁に報告が必要な重大事故は起こっていなが、まず、大阪府で情報発信し、消費者庁に報告する体制となっている。消費者庁は情報を集約して公表をおこなう。
音田部会長

　「食の安全安心に関する問い合わせ」の報告件数１８件の中に、消費者庁に報告が必要な重大事故の情報はなかったのか。また保健所等に寄せられた情報は入っていないのか。
　
事務局
　１８件の中には重大事故の情報はなかった。また、今のところ消費者庁に報告が必要な重大事故は起こっていない。

惣利宇委員
　１月に大阪府消費生活センターに消費者庁長官と審議官が来られて意見交換会をおこなった。そのときに消費者庁長官が「情報の一元化について、一番困っている。国は消費者庁で情報の一元化ができるが、府県は縦割りのままで、どのようにフィードバックできるのか悩んでいる。」と言われた。例えば、国が大阪府に情報を送る際に食の安全推進課に送るべき内容か、健康づくり課、消費生活センター、農政室、流通対策室に送るべきか分からない、大阪市、京都府など地方自治体ごとに組織の分け方が違うので混乱するということ。また、情報の収集についても、安全安心に関する括り方が、消費者庁と地方自治体とは違うと思う。それらを解消するには、半年～１年では無理かもしれないが、大阪府関係の情報を一元化して、消費者庁と情報の共有をおこない、安全安心に関する括り方を整理して、消費者が分かりやすい方法を考えていけば良いと思う。
音田部会長

　情報の提供について、意見をいただきたい。「食の安全安心メールマガジンによる情報提供」について意見いただきたい。平成２１年度の登録者数の目標が３０００人、現在の登録者数が、約２６００人であるが達成は可能だろうか。
菊井委員
　メールマガジンを活用した情報の提供については、良くやっていただいていると思う。他課からの提供された情報も３７回で、各部署との情報の交換・共有が図られていることが分かる。食という、大きなテーマに基づき、これからも一層、各部署で連携していただきたいと思う。
音田部会長

　メールマガジンについて、他に意見や感想はないか。
鋤納委員
　事業者向け情報の配信回数が４回であるが、今後、どのように増やしていく計画であるか教えていただきたい。
事務局
　他部局がおこなうイベント情報については、ある程度、情報の集約ができていると思うが、法改正や各種通知については、まだ、十分な連携が取れていないと考えている。事業者にとって何が有益な情報であるか考えている。特に各種通知については、業界を通して事業者の方に届く場合があり、時間がかかることも考えられるので、メルマガではできるだけ早く事業者の方に情報を配信できると思う。また、情報の内容についても、事業者が欲しい情報を配信していきたいと考えているが、まだ十分な情報提供はできていない。事業者の意見を聞きながら考えていきたいと思う。
鋤納委員

事業者向け情報が増えれば、事業者のメールマガジンへの登録者数が増えると思う。
音田部会長
　メルマガでの情報発信回数は１６９回であるが、平均の配信回数についてはどうか。
事務局

　月平均で、約２０件の配信をしている。１月は、新年の挨拶も含めて１２回配信している。新年の挨拶には、登録者の方から「いつも読ませていただいております。」「ありがとうございます。」等、多数のメールを返信していただき、大変励みになっている。
音田部会長
メールマガジンの登録者と、そのようなやり取りができるのは良いと思う。迅速に情報提供されるという印象があるが、簡潔で分かりやすいという視点で考えると工夫が必要だと思う。パソコンでメールマガジンを受信しているが、間隔が空いて受信されたものは良いが、まとめて配信されると読みづらい。あまり簡単にすると意味がないと思うが、たくさん記載されていると、どの情報が重要であるか分からないと感じた。しかし、メールマガジンは情報が確実に個人に届くので、良いツールだと思う。登録者を増やしていくための方策はないか。消費者団体と連携して登録者の募集をおこなうと効果はあるのか。
事務局

　直接コミュニケーションを取りながら、メールマガジンの良さを伝えると登録者数は増えている。HPに掲載しているだけでは登録件数は増えないので、対話しながら、メールマガジンで、どのような情報を配信しているかを説明するようにしている。
音田部会長
前回の部会で、夜中に携帯が鳴り、ビックリするという意見があった。配信時間については、改善されたように思うが。
事務局

　迅速な情報発信を心がけているが、夜中に配信すると迷惑になることもあるので、午後９時頃までには配信するようにしている。しかし、健康被害が伴うような情報は例外とさせていただきたい。できるだけ業務時間内に登録者の方を驚かせないようにしていきたいと思う。
音田部会長

他課から情報提供された情報は多いが、他市から提供された情報が少ないと思う。今のところ、情報提供があったのは大阪市だけか。
事務局

他市とは１２月の会議で、オール大阪で食の情報の一元化を図るため、情報の収集と提供について依頼した。今後、情報提供が増えてくると思うが、食中毒や食品衛生法違反などの情報がなかったこともあり、大阪市からの緊急情報４回のみとなっている。
音田部会長

　大阪府ホームページのリニューアル後、食の安全安心に関する情報について、大阪府HPのトップページのカテゴリーから各ページを見ることになった。「健康福祉」、「くらし・環境」のどちらのカテゴリーから入るのか分かりにくい。食の安全安心については「くらし・環境」のカテゴリーから入るが、何度もクリックしないと探している情報に辿りつかない。リニュ－アル前の「食の安全安心ホームページ」から各ページを見るほうが分かりやすいと感じている。ホームページの情報提供について、意見をいただきたい。
惣利宇委員

　大阪府の先進事例として、大阪版食の安全安心認証制度、消費生活センターの自主行動基準、大阪エコ農産物認証制度、大阪府Eマーク食品を他県の方に紹介する機会があり、各制度について調べるため大阪府ホームページを見たが、なかなか目的の情報まで辿りつかず、何回も入りなおした。大阪府側から見ると、いろんな事業をおこなっているので、複数のカテゴリーに分けていると思う。しかし、利用者側から見ると、目的の情報を一度に探すことができないので、工夫が必要だと思う。
事務局

　食の安全推進課のホームページには、関係機関へのリンク集のページがあるが、リニューアル前の「食の安全安心ホームページ」のような各事業を集約したページはない。リニューアル後の大阪府のホームページが、カテゴリー別に事業を集約する方法がメインとなっているため、その形に合わせている。
金谷委員
　ホームページを見た後、他のホームページへ自由に動くことができるレイアウトになっているのか。横に自由に遊べるような感じには見えない。
事務局

　大阪府HPのトップページからカテゴリーを選択して各事業のホームページに入った場合、「戻る」を選択するとカテゴリーに戻る。横に自由に動けない。
金谷委員

　横に自由に動けるようにできないか。
事務局

　各部局のホームページから入ると、ある程度、自由に動くことができる。カテゴリーから、ホームページに入ると思ったとおりに動かないことがある。また、カテゴリー内で表示される順番もコンピュータシステムが自動的に並べるしくみになっているため、自分の思いどおりに並べることができない状態。
音田部会長

　府県のHPによっては、トップページの「安全」、「危機管理」のページから「食の安全」の情報を見ることができるので、大阪府のHPについても、トップページから見ることができれば良いと思う。また、カテゴリーについても、「くらし・環境」から入ると「食生活・消費生活・食品流通」のカテゴリーがあり、次に「食の安全安心」、「食生活」、「消費生活」、「食品流通」のカテゴリーとなっているが、どのように区分しているのか分からない。カテゴリーの区分の方法については、府としての考え方があると思うが、利用者側から見ると、ホームページに入りづらい。ホームページの内容自体は良くできているが、見てもらえなかったら意味がないと思うので、全庁的な取組になるので大変だと思うが、カテゴリーの分け方について、もう少し大きな括りでホームページに入れる、あるいは、大阪は食い倒れの街なので、食に関する情報には大阪府HPのトップページから各ホームページに入れるようにしてほしいと思う。また、府と他市でも、食に関するホームページの分類が違うと思うので、食に関してオール大阪で取り組みをおこなっているのであれば、難しいとは思うが、同じような形にしても良いではと思う。
惣利宇委員

　府と市では、行政として持っている権限が違うので難しいと思うが、同じ権限のものについては、できるだけ一緒にやっていただければと思う。「安全安心」として情報発信するとき、消費者庁が発足し、消費者安全法が施行されたことを考えると消費生活センター等で一元化するのが良いと思うが、当面の間はそれぞれの地方自治体が良いと思う方法でおこない、徐々に歪みを是正していくしかない。
鋤納委員
　ホームページによる情報提供「各課の閲覧件数の多い主な事業ページ」を見ると「取組」、「処分」、「違反」、「認証」というキーワードが出てくる。これらの情報を見る方に対して、メールマガジンへの登録を促していけば、登録者が増えるのではないか。環境農林水産総務課の「大阪産（もん）について」のページビュー数が多いが、これらの各課のホームページでもメールマガジンを促していただければと思う。
事務局
　工夫次第で可能だと思う。各課と相談の上、検討していきたいと思う。
金谷委員
　メールマガジンの配信内容を見て、もう少し詳しい内容を知りたいと感じた。解説を記載しているページにリンクされていれば、勉強になると思った。
事務局
　情報を見られた方が、満足できるような内容であるように心がけていきたい。
音田部会長

　大阪府ホームページのカテゴリーについて、箇条書きで記載しているが、レイアウトとして決まっているのか。
事務局

カテゴリーなど目次が掲載しているページは、レイアウトが決まっている。事業ページでは、写真等を掲載できる。
音田部会長

　「食の安全安心」から入ると、新着情報や具体的な情報を記載されており、詳しい情報を知りたい方は各事業ページを見る方が、利用者から見ると分かりやすいと思う。府民からホームページやメールマガジンについて意見はなかったのか。
事務局

　今のところ意見や問い合わせはない。メールマガジンについては、現在３０００人を目処に登録者を募集しているが、登録者が３０００人になりましたら、メルマガの読者の方にアンケートを実施したいと考えている。
金谷委員
　メールマガジンの募集については、各事業ページに掲載されているのか。
事務局

　掲載されていない。
金谷委員

　メールマガジンの募集について、「大阪産（もん）について」のページなどのホームページのアクセス件数の多いページに表示すれば効果的であると思う。
事務局

　ホームページを作成している部局と相談の上、考えていきたいと思う。
金谷委員
他のページにもリンクすることは難しいか。
事務局

類似の情報については、リンクをおこなうようにしているが、どこまで出来るか分からないので、各部局と相談の上、考えていきたいと思う。
音田部会長

情報発信の評価指標として、ホームページであれば、セッション数とページビュー数について示している。セッション数よりページビュー数が多くなると思うが、両方を指標とする意味があるのか。また、メールマガジンについては、情報発信回数、他課からの情報が占める割合について示されている。情報発信の評価指標のあり方について意見いただきたい。
飯田委員
　ホームページについては、セッション数とページビュー数の両方を指標として、推移を見ていくことにすれば良いと思う。
惣宇利委員
大阪府でおこなっている事業について調べるとき、例えば、「大阪エコ農産物認証制度」という言葉は知っているが、環境農林水産部の農政室で担当しているかは分からない。その場合、グーグルで「大阪府　大阪府エコ農産物認証制度」と検索すると、農政室の大阪府エコ農産物認証制度のページが表示され、それをクリックすると目的のページに辿りつける。次に「大阪の特産品（大阪Ｅマーク食品）」について調べようと思い、大阪府HPのトップページの「府庁の組織でさがす」から入ったが、環境農林水産部の何処の課に入っていいか分からない。カテゴリーで探しても分からないので、グーグルの検索に戻る。環境農林水産部でおこなっている事業であるが、エコ農産物は農政室、Ｅマーク食品は流通対策室の事業であることが分かる。また、大阪府のホームページの中で探そうと思っても、事業ページが沢山あるので、目的の情報に辿りつけないので、グーグルから何度も大阪府のホームページに入りなおす方法で調べるしかないと思う。グーグルで検索しても「該当のページがない」と表示され、調べる気力がなくなる。キーワード検索を大阪府ホームページで出来たら良いと思う。
菊井委員

　農業関係の大阪産（もん）、大阪の特産品（大阪Ｅマーク食品）、大阪エコ農産物認証制度などの事業については、農業関係者以外には分かりにくいかなと思った。ホームページでの検索という視点のみではなく、なんとかしていく必要があると感じた。また、「大阪産（もん）について」のページのアクセス数が多いのは、知事の就任後、大阪産（もん）をＰＲしたことの反響によるものと思う。
音田部会長

　大阪府のホームページから、キーワード検索ができれば良いと思う。
事務局

大阪府HPのトップページには、大阪府ホームページ内に限定して、検索ができる機能がある。活用していただければ、早く検索が出来ると思う。
音田部会長
　キーワードを入れて検索できるのか。

事務局

　トップページの上段に検索バナーがある。
音田部会長

食品等の自主回収情報、食品衛生法違反に関する情報について、意見をいただきたい。

「大阪府に報告された自主回収情報の公表件数」については、メールマガジンで配信している件数と、ほぼ同じとなっている。他府県からの情報は非公表が多いが、理由があるのか。大阪に流通していないのか。
事務局

　他府県からの情報については、大阪府内に流通していない商品の情報もあるので、そのような件数も含まれている。配信しているのは、大阪府内に流通しているもののみであることから、件数が異なる。

音田部会長
議事（２）その他について、事務局から説明をお願いする。
（2） その他
「参考資料　大阪府食の安全安心推進計画（概要）」に基づき説明

・推進計画での施策の取組内容に「正しく分かりやすい情報の収集及び提供」があり、事業目標として「食の安全安心ホームページへのアクセス回数」があるが、大阪府ホームページのリニューアルにより、食の安全安心ホームページが終了した。
・食の安全安心ホームページに変わるようなページがないため、「食の安全安心ホームページのアクセス回数」は事業目標として引き続き評価できなくなった。
・今後、この事業目標について、評価指標による評価をおこなわないことにするか、新たに評価指標とする取組内容があるのかを含めて、意見いただきたい。
　
（委員からの質問・意見等）

音田部会長
　大阪府ホームページのリニューアルにより、食の安全安心ホームページがなくなり、アクセス件数を「大阪府食の安全安心推進計画」の事業目標として、数値を示すことができなくなった。リニューアル後は、食の安全安心ホームページに変わるようなページがないため、評価できないことは分かるが、評価指標がなくすのは、別の問題だと思う。ほかに指標になるような項目がないかを含めて、意見をいただきたい。
飯田委員
別の指標としては食の安全安心メールマガジンの登録者数を指標とすることも１つの方法である。
音田部会長
　それを事業目標の指標とした場合、「知識の普及啓発等」の「ウ　メールマガジンによる情報の発信（メールマガジン「かわら版＠iph読者数」）」との関係で表記が紛らわしくなると思う。

惣利宇委員

　食の安全安心ホームページがなくなった経緯を教えていただきたい。
事務局

　大阪府ホームページは、各部局、各課別にページを作る構成となっている。各課が２種類以上のページを作ることできないため、課のホームページ以外に「食の安全安心ホームページ」を設けることができなくなった。決められたページ構成が原則となっていることから、食の安全推進課のページの中に他部局の情報を集約して掲載することが、できなくなった。そのため、大阪府HPのトップページのカテゴリーの中に各課の事業ページを集約することが、現在できることであると考えている。
惣利宇委員

　各部局はホームページを作れるのか。
事務局

　１種類作成できる。

惣利宇委員

　各部局が１種類作成できるが、各課はどうか。

事務局

　部として１種類、課として１種類を作成することができる。
音田部会長
　リニューアル後、「食の安全安心ホームページ」がなくなり、大阪府HPのトップページのカテゴリーから各事業ページに入ることになった。

事務局
　「食の安全安心推進計画」の事業目標を考えるとき、目標数値をどのように設定すれば良いのか難しかった。例えば、目標数値が増えれば良いのか、あるいは少なくなれば良いのか、すべての指標について議論となった。昨年の４月にメールマガジンをスタートしたとき、メルマガの登録者の目標をどの程度に設定するかを悩んだ。他自治体の状況を調べると、食に関するメールマガジンの登録者数は１０００人前後であった。多くの方に情報を見ていただく方が良いと思い、平成２２年３月末に３０００人を目標とした。他自治体の登録者の３倍にすれば、ある程度、評価していただけると思い、目標値を設定したが、来年はどの程度の目標値を設定すれば良いのか悩まなくてはならない。このように数値目標を設定して評価をおこなうことは難しいので、推進計画の事業目標とするよりは、部会で委員の皆様に議論していただき、資料と議事録を公開するほうが良いと思っている、２月の協議会に推進計画の事業目標をどのように修正するか考えていきたいと思うので、委員の皆様に意見をいただきたい。

音田部会長
　登録者３０００人の目標が達成したら、次の目標を設定しなくてはならない。究極の理想の数があり、それに向かって目標を設定するのであれば分かるが、そうなると、大阪府民の成人の数ということになる。推進計画の事業目標は設定しなくてよいのか。

　
惣利宇委員

　事業目標ついて、目安とするのは良いが、明確に目標値を設定するべきではないと思う。それよりは、数値が増減した要因を分析して、公表することに重点を置いたほうがいいと思う。
音田部会長
　他に意見はないか。

飯田委員

　事業目標については、推進計画を作成したとき、できるだけ数値目標を設定して、取り組みを推進していくべきであるという、委員の意見により設定された経緯がある。しかし、推進計画がスタートしてから２年が経過しているので、評価方法についても変わっていくと思う。必ず、数値目標がないと駄目という訳ではない。事業の結果をどのように評価して、そこから何を汲み取り議論をするのかということを重視する考え方もあると思う。
音田部会長
　「食の安全安心推進計画」の事業目標「食の安全安心ホームページのアクセス件数」に変わる指標について、ホームページのアクセス件数も多く、食の安全安心メールマガジンも３０００人近くの登録者数があることから、一定の段階に達したということで、数値目標を新たに設定する必要はないということを部会の意見とさせていただきたい。このことは推進協議会で報告したい。本日の委員の皆様からの意見を参考にしていただき、今後とも積極的な情報発信に努めていただければと思う。

○参事閉会挨拶

３　閉会
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